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序     文 

 

タイ国政府は、同国の農業統計情報を収集、分析及び利用するための精度の高い

技術を習得し、農業統計活動の円滑化を目指すとともに、将来的には ASEAN 各国へ

の普及を念頭に置いた農業統計モデルの開発を行うことを目的に、日本政府に対して

技術協力を要請してきました。  

これを受けて、平成 14 年 7 月 1 日から 7 月 11 日まで旧国際協力事業団   農業開発

協力部農業技術協力課長  半谷   良三を団長とする第一次事前評価調査団を、また、平

成 14 年 12 月 1 日から 12 月 27 日まで同農業開発協力部農業技術協力課   課長代理    

藤井 智を団長とする第二次事前評価調査団を派遣しました。これら調査団は、タイ

国関係者との協議及び現地調査を通じて、要請の背景、協力課題の絞込み、先方実施

体制の確認を行い、プロジェクト基本計画等の案を作成しました。  

また、討議議事録（R/D）に基づき平成 15 年 7 月 16 日より技術協力を開始した後、

平成 16 年 2 月 9 日から 2 月 18 日まで独立行政法人国際協力機構   農業開発協力部農

業技術協力課   課長代理   江種 利文を団長とする運営指導調査団を派遣し、円滑な

プロジェクト運営を行うため、タイ国側との協議及び現地調査を行いました。  

本報告書は、同調査団による調査結果等を取りまとめたものであり、今後、本プロ

ジェクトの実施の検討にあたり、広く利用されることを願うものです。  

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係者に対し、心より感謝

の意を表します。  
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

案件名：農業統計及び経済分析開発 
（The Project for Agricultural Statistics and Economic Analysis Development） 

対象国：タイ 対象地域：バンコク及び 9 農業経済地域事務所 
実施予定期間：2003 年 6 月下旬～2008 年 6 月下旬（5 年間） 
Ⅰ．プロジェクトの要請背景 

 2001 年 10 月に実施された ASEAN+3（中国、日本、韓国）農林大臣会議により、ASEAN 食料

安全保障情報システム（以下、AFSIS: ASEAN Food Security Information System）の運営組織となる

ASEAN 食料安全保障情報・トレーニングセンター（以下、AFSIT センター）をタイ農業・協同組

合省（MOAC）農業経済局（OAE）内に設置することが合意された。AFSIT センターの任務は主

に研修を通じた人材育成及び情報ネットワークシステムの確立であり、OAE は AFSIT センターの

円滑な運営を通じて ASEAN 加盟国の農業統計改善に貢献することが期待されている。 
 一方、タイは 1997 年にアジア国際通貨危機による深刻な打撃を受け、翌年には経済が大幅に収

縮する事態となったが、この間も農業部門は比較的安定しており、経済危機により失職した人々

を吸収するという実績を残した。その結果、農業部門の重要性が社会的・政治的に改めて強く認

識されるようになってきている。このため政府は農業部門の重点課題を解決すると共に、世界貿

易機関（WTO）の加盟国として同部門の国際的な競争力を更に高めるべく、関連政策の立案・実

施を試みている。政策の立案や実施に際しては OAE が提出する農業統計データや経済分析が重要

な基礎情報となっているが、現在のところその精度並びに信頼性が十分とは言い難く、また、結

果の公表時期についても調査終了時から 1 年を経過する場合があるなど時宜を得たものになって

おらず、政策立案者への適切な情報の提供が急務である。 
 これらの課題をタイが解決するためには OAE 自身が農業統計情報を収集、分析及び利用するた

めの技術を習得し、国内における農業統計・経済分析活動の円滑化を目指すと共に、将来的には

ASEAN各国への普及も念頭においた情報ネットワークシステム及び経済分析手法の開発に対応出

来る人材を育成する必要がある。このような経緯から、タイ国政府は日本政府に対して農業統計

及び経済分析開発に関する技術協力プロジェクトを要請してきた。 

Ⅱ．相手国実施機関 

プロジェクト監督機関：農業・協同組合省（MOAC：Ministry of Agriculture and Cooperatives） 
プロジェクト実施機関：農業経済局（OAE：Office of Agricultural Economics） 

Ⅲ．プロジェクトの概要及び達成目標 

１．達成目標 

１－１ プロジェクト終了時（2008 年）の達成目標（プロジェクト目標） 

目標：OAE がタイの農業統計情報・経済分析、並びに AFSIS の中心的組織として強化される

指標：①OAE が農業統計情報と経済分析結果を公表するまでの期間 

②AFSIT センターで実施される ASEAN 加盟国向け研修参加者の理解度、満足度 

③情報ネットワークシステムの利用頻度 

 

１－２ 協力終了後（2011 年～13 年）に達成が期待される目標（上位目標） 

目標：①AFSIT センターで開発された統計情報・経済分析手法が ASEAN 各国で活用される 

②OAE が提供する統計情報・経済分析により、農業政策・プログラムが MOAC によ

って効果的かつ効率的に立案・実施される 
指標：①-1 ASEAN 加盟国からの AFSIT センターへのアクセス数 

       ①-2 ASEAN 加盟国が AFSIT センターで開発された分析手法を使用した頻度 

       ②   OAE が提供する統計情報・経済分析結果が MOAC の作成する政策文書に使用、

あるいは参照された回数 

※指標の具体的数値はプロジェクト開始後に調査を行い、設定する。 

 



 ii

２．成果と主な活動 

本プロジェクト実施にあたっては、次の 2 段階に分けて活動を行う。 

＜第 1 段階（開始後約 2.5～3 年間＞ 
全体的な農業統計・経済分析活動の改善を実施する。 

＜第 2 段階（開始後約 3 年目から終了まで＞ 
改善した統計活動のシステムを実際に運用しながら更に現場に即したものとし、その成果を

研修を通じて広く定着させる。 

 

成果 1：ASEAN 加盟国向けの、情報ネットワークシステム（以下、INS）と食料需給予測を主と

した農業経済分析を実施出来る OAE の人材が育成される。 
活動 ：①AFSIS 向け INS にかかる OAE 職員の維持管理能力を養成する。 

②経済分析モデルを ASEAN 加盟国向けに改訂（修正）する OAE 職員の能力を養成す 

る。 

③経済分析及び INS の研修に係る OAE 職員の能力を養成する。 

 

成果 2：9 カ所の農業経済地域事務所（AEZO：Agricultural Economic Zone Office）におけるデー

タ収集手法（主として米穀）が改善される。 
活動 ：①新しい農業統計調査手法を導入すると共に現在のデータ集計手法を改善する。 

②新規手法と改善した現行手法について、9 つの AEZO 職員を対象とした研修を実施す

 る。 
③AEZO 職員に対する現場での技術指導を行う 

 

成果 3：OAE と 9 カ所の AEZO 間の情報ネットワークシステムが確立される 

活動 ：①OAE と AEZO を結ぶ INS を設計し、開設する 

②INS 向けデータベースを開発する 

③INS の管理者（運用・維持管理方法）及び利用者向け研修を実施する 

 

成果 4：農業経済分析手法が開発される 

活動 ：①OAE の状況に適した経済分析手法を見極め、モデルを開発する。 

②モデルに関する利用者研修を実施する 

 

成果 5：OAE 職員の研修実施能力が開発される 

活動 ：①研修計画を策定し、研修を実施する。 

②研修を評価し、マニュアルを作成する。 

上記のいずれの活動においても必要に応じて修正、改善を行うこととする。 

 

３．投入 

(1) 日本側：総額約 6.4 億円 

・長期専門家：4 名（チーフアドバイザー、業務調整/研修、データ集計/ 

情報ネットワークシステム、農業統計調査） 

・短期専門家：年間 2 名程度（必要に応じて） 

・機材供与：コンピュータ、車両、坪刈り用機具他 

・研修員受け入れ：年間 3 名程度（農業統計調査等必要に応じて） 

(2) タイ側 

・施設：OAE 内に専門家執務室を提供 
・C/P の配置：日本人専門家に対する C/P（OAE 内の農業情報センター各課の課長、作業

グループのメンバー）及び補助職員を配置予定 
・必要予算の措置：a) 運営費（教育訓練費など）、b) 機器の維持管理・更新費他 
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４．実施体制 

(1) プロジェクトアドバイザー：農業経済局局長  

(2) プロジェクトダイレクター：農業経済局副局長 

(3) プロジェクトマネージャー：農業経済局農業情報センター所長 

(4) 運営機関：合同調整委員会（少なくとも年 1 回開催）を設置しプロジェクト活動全体の進

捗管理を行う。また、運営委員会（必要に応じて開催）を設置し詳細活動計画の策定や活

動のモニタリング、調整及び評価等を行う。 
(5) プロジェクト事務所：バンコク OAE 内 

  

Ⅳ．評価結果 

 以下の観点からプロジェクトを評価した結果、協力を行うことは必要かつ妥当と判断される。 

(1) 妥当性 

「Ⅰ．プロジェクトの要請背景」に述べた通り、OAE は AFSIT センターの運営を通じて

ASEAN 加盟国の農業統計改善に貢献することが国際的に期待されている。一方、タイ国内で

は農業・協同組合省（MOAC）が第 9 次社会経済開発計画（2001 年～2006 年）に基づき、農

業部門の重点課題を解決すると共に、WTO 加盟国として同部門の国際的な競争力を更に高め

るべく、関連政策の立案・実施を試みているが、現時点では政策立案の基礎となる農業統計

や経済分析の精度が十分でなく、また、結果の公表についても時期を逸したものであるなど、

その機能を十分に果たしていない。従って、農業統計・経済分析活動の改善を通じ、信頼性

が高くかつ時宜を得た情報を政策立案者へ提供することは極めて重要である。 
   また、本プロジェクトは JICA 国別事業実施計画における重点課題「的確な農業統計及び情

報システム構築のための人材育成」と合致していることからもその実施妥当性は高いと考え

られる。 

(2) 有効性 

     本プロジェクトの目標は OAE の本来業務である農業統計及び経済分析活動の質的改善・時

間短縮と、AFSIT センターを運営するための基礎技術を C/P が習得することにより 5 年間で

達成される。また、外部条件（「Ⅴ．外部要因リスク」にて詳述）が満たされる可能性が高い

ことや、過去インドネシアやパラグアイで実施された農業統計分野プロジェクトの経験等から

も目標達成の見込みは高いと考えられる。 

(3) 効率性 

     日本人長期専門家は 4 名体制とし、必要に応じて短期専門家を派遣、あるいは C/P 本邦研

修を実施することにより現地での技術指導を補完する。なお、専門家のリクルートについては、

公的機関での農業統計調査や経済分析の経験が豊富な人材を農林水産省の全面的な協力を得

て確保することが可能である。これに対し、専門家の C/P となる OAE 職員は基礎的な農業統

計・経済分析を日常業務として実施しており、高度な分析手法も現在までに個別専門家の指導

を受け試験的には実施している。また、OAE は各部門の管理職を中心に数名の職員からなる

ワーキンググループを結成し、技術指導の成果を組織的に維持・拡大させるための体制作りを

既に開始している。 
また、投入予定機材は主に統計活動に必要不可欠なコンピュータや坪刈り機具等であり、既

存の資機材と併せて活用し維持管理をすることとしている。 
     従って、これらの投入内容・規模を総合的に勘案すると、本プロジェクトの効率性は高い

と考えられる。 

(4) インパクト 

上位目標に掲げてある通り、OAEの提供する正確かつ時宜を得た統計データ・分析結果

は、より適切な農業政策の策定・実施に対する貢献が期待される。また、OAEが本プロジェ

クトで得られた成果を協力終了後も継続的に活用・発展させることにより、AFSITセンター

の活動を通じてASEAN加盟国の農業統計・経済分析改善にも効果をもたらすと考えられる。



 iv

(5) 自立発展性 

OAE はプロジェクト活動に対する 2003 年度（2002 年 10 月～2003 年 9 月）の予算措置（約

1,300 万円、但し AFSIS 関連分も含む）も既に行っていることから、実施機関として財政面で

の自立発展に大きな支障は生じないものと見込まれる。また、ターゲットグループの中心で

ある OAE 職員は定着率が高く、農業統計・経済分析にかかる基礎的な能力が備わっているこ

とから、技術的な受容能力についても極めて高いと考えられる。 

Ⅴ．外部要因リスク 

以下の 2 点がプロジェクト目標を達成する際の外部要因リスクとして考えられる。 

(1) AFSIT センターの運営が円滑に行われないこと 

AFSIT センターの運営資金は日本政府から農林水産省を通じたトラストファンドにより支

出される見込みであり、また、最低年 1 回の関係者会議の実施により ASEAN 加盟国間の調整

も行われることから、本リスクがプロジェクト活動に重大な支障をきたす可能性は高くない

と考えられる。 

(2) OAE が関連省庁・組織と良好な関係を構築できないこと 
これは、他省庁で行われている統計活動との重複や他省庁が保持するデータが OAE での分

析に必要であること等から懸念されるものである。本リスクがプロジェクトに支障をきたす

可能性は低いが、モニタリングを通じて状況確認を行うことが望ましい。 

Ⅵ．今後の評価計画 

中間評価（2005 年 11 月頃）、終了時評価（2007 年 11 月頃）、事後評価（終了時から 5 年以内）

を実施予定である。 
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第１章 第１次事前評価調査団の派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

タイ農業・協同組合省では第 9 次国家社会経済開発計画（2001 年 10 月～2006 年 9 月）に基づ

き、①地域共同体及び農民組織の強化、②貧農及び農民グループの能力向上、③国内外の市場に

おける農業競争力の強化及び④森林地域及び海岸地域における資源・環境マネージメント促進、

という重点課題を達成するべく関連政策の立案・実施を試みている。政策の立案、事業計画の実

施に際しては省下の農業経済局が提出する農業統計データが重要な基礎情報となっているが、現

在のところその精度が十分ではなく、中央並びに地方レベルでの改善が望まれている。 

一方、タイは ASEAN 加盟国の中心的役割を担っていることから、各国の農業統計改善に貢献

することが期待されており、2001 年 4 月に開催された「ASEAN＋3 農林高級事務レベル会合」に

おいても、東アジアの食料問題及び食料安全保障情報システムについて研究を実施することが要

望されている。 

このような役割をタイ国が担うためにはタイ農業・協同組合省自身が農業統計情報を収集、分

析及び利用するための精度の高い技術を習得し、農業統計活動の円滑化を目指すと共に、将来的

には ASEAN 各国への普及を念頭においた農業統計モデルの開発を行うことを目的にタイ政府は

プロジェクト方式技術協力を日本政府に要請してきた。 

 他方、2001 年 10 月 5 日、インドネシア・メダンで開催された「ASEAN＋3 農林大臣会合」にお

いて、同地域の食料安全保障の強化を図る観点から、 

(1) 東アジアにおける米備蓄管理システムの設立に向けた調査の実施 

(2) FAO との連携のもとでの ASEAN 食料安全保障情報システム（以下、AFSIS）の開発 

について合意され、日本政府はそれぞれの実施、開発について必要な支援を行うことを表明し

た。このうち、(2)の AFSIS については、(1)の米備蓄システムの円滑な運営、あるいは国・地域

を単位とした食料需給政策の適切な実施に資することを目的として、各国の信頼性の高い食料・

農業統計情報を整備し、整備された情報を集約し、地域全体の食料の過不足の状況等を正確に把

握・監視する仕組みを構築するものである。そのための情報の集約・発信拠点としてタイに ASEAN

食料安全保障情報センター（以下、「AFSIC」）を設営することが計画されている。 

これを受け、日本政府は、平成 14 年から 5 年間、農林水産省を通じて FAO と ASEAN への信託

基金（以下、「トラストファンド」）の拠出による「アジア食料安全保障情報化推進事業」を実施

し、AFISISの開発を支援することとしており、平成15年の年明け早々には事業開始の予定である。 

 このような経緯から、日本政府は本案件を平成 15 年度実施協議案件として採択し、国際協力事

業団（現独立行政法人国際協力機構）は下記 1-2 の目的により第 1 次事前評価調査団を派遣するこ

ととした。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

(1) プロジェクトの要請背景及び要請内容を確認し、ASEAN＋3 食料安全保障強化プログラム 

における本案件の位置付けを明確にする。 

(2) 現地調査及びプロジェクトの暫定計画について協議する。 



Ⅰ- 6 

(3) 中央・地方統計職員の技術レベル、ASEAN 食料安全保障情報センター（AFSIC）の機能な 

ど必要な情報を収集し、今後のプロジェクト実施計画策定に資する。 

 

１－３ 調査団の構成 

氏  名 担当分野 所        属 

半谷 良三 
 

総括 
 

国際協力事業団 
農業開発協力部農業技術協力課 課長 

前川 哲弥 
 

農業政策 農林水産省 
総合食料局国際部技術協力課 課長補佐 

花岡 義光 
 

統計技術 農林水産省 
大臣官房統計情報部流通消費統計課国際統計室 係長 

菊地 由起子 
 

計画評価 国際協力事業団 
農業開発協力部農業技術協力課 職員 

 

１－４ 調査日程 

月日 曜日 行程 宿泊地 

7/1 月 成田（JL717）11：00→バンコク15：15 
到着後：JICA打合せ バンコク

7/2 
 

火 午前：日本人専門家との打合せ（農業開発計画宮永専門家、タイ・ASEAN 
食料安全保障計画岩濱専門家、日本大使館八百屋書記官）  

午前：経済技術協力局との打合せ 
午後：日本人専門家との打合せ（農業経済局古河専門家、FAOバンコク 

・アジア太平洋地域事務所江浦専門家、川崎専門家）   

↓ 

7/3 水 終日：農業・協同組合省農業経済局との協議 ↓ 

7/4 木 午前：バンコク（TG102）08：15→チェンマイ09：25 
午後：農業経済局地域事務所訪問 
   関係者（地域事務所スタッフ等）からの聞き取り 

チェンマイ

7/5 金 午前：関係者（現場統計調査員等）からの聞き取り、 
午後：近隣の農家視察等 
終了後：チェンマイ（TG127）21：15→バンコク22：25 

バンコク

7/6 土 午前：団内打合せ 
午後：各自担当部分のミニッツ（案）作成 ↓ 

7/7 日 ミニッツ（案）取りまとめ、資料整理 ↓ 

7/8 月 終日：農業経済局とのミニッツ（案）協議 ↓ 

7/9 火 午前：ミニッツ最終確認 
午後：ミニッツ署名・交換 ↓ 

7/10 水 午前：団内打合せ（報告書作成について） 
午後：JICA事務所調査結果報告 

↓ 

7/11 木 バンコク（JL708）08：40→成田16：35  

 

１－５ 主要面談者 

(1) 農業・協同組合省事務次官局 

宮永  豊司                    JICA 個別専門家 

AMPON KITTIAMPON            監査官 

(2) 農業・協同組合省農業経済局 

Adisak Sreesunpagit              局長 
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Anchalee Ooraikul           副局長 

Chalit Amnuay             農業情報センター長 

Montol Jeamchareon                農業情報センター作物予測セクション長 

古河  俊一                      JICA 個別専門家 

岩濱  洋海                      JICA 個別専門家 

 

(3) 農業・協同組合省国際農業関係部 

Pinit Korsieporn                   部長 

Bonnorm OONKASEM             上級政策・計画分析官 

 

(4) 農業経済局地域事務所（チェンマイ） 

URAT VISRUTAVANIJ             所長 

 

(5) FAO 太平洋・アジア地域事務所 

江浦  公彦                      農業統計専門家 

川崎  陽一郎                    専門家 

 

(6) 首相府技術経済協力局 

BANCHONG AMORNCHEWIN     日本課長 

WATTANAWIT GAJASENI         プログラムオフィサー 

 

(7) 日本大使館 

八百屋  市男                    一等書記官 

 

(8) JICA タイ事務所 

中井  信也                      所長 

高島  宏明                      次長 

沖浦  文彦                      所員 
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第２章 要約 

 

１．本プロジェクトの要請背景は 2 つある。 

(1) 昨年 10 月に ASEAN＋3（日本、韓国、中国）大臣会合で食料安全保障枠組み強化のために 

2 つのサブ・プログラムが合意された。ひとつは米備蓄改善プログラムで現在、開発調査によ

り米備蓄管理システムのレビューと機能強化に係わる改善提言を行っている。 

もうひとつのプログラムが本案件の要請となっている AFSIS（アセアン食料安全保障情報シ

ステム）であり、米を始めとするアセアン各国の食料生産に係わる情報を整備し、タイ農業・

協同組合省農業経済局（OAE）にアセアン・トラストファンドによる AFSIC（アセアン食料

安全保障情報センター）を立ち上げ、同センターを中心にアセアン各国の食料生産統計情報

をネットワークでつなぎ、将来の需要予測を行い、安全保障政策に貢献することを目的とし

ている。そのため、AFSIC はタイ国内の統計、情報に加え、アセアン域内の統計情報も対象

として収集、評価、整備することが求められている。 

(2) こうしたアセアンの域内からの要請と併せて、タイ国の適正な政策立案、実施のために、

タイ国内の情報統計の精度の向上と収集時間の短縮化がタイ国内の政策要請として強くあり、

AFSIC を立ち上げる OAE が政策面からの人材育成を日本からの技術協力により強化すること

を目的として本案件の要請が提出された。 

 

２．調査団は農業経済局長始めとする局内の幹部から本プロジェクト要請の背景について協議を

重ねたところ、タイ国内の特に米に対する政策的理由とアセアン食料安全保障の枠組みに対す

るリーディング・カントリーとしての強い責任感を確認することができた。タイ国政府はすで

に 10 月からの新年度予算に本プロジェクトのカウンターパート・ファンドを 4.9 百万バーツ計

上しており、プロジェクト開始準備をしていること、タイ側の本プロジェクトに対する政府部

内の組織的対応が着実になされていることが理解できた。 

 

３．プロジェクトの目標は「OAE がタイ国内の農業政策及び ASEAN 食料安全保障情報システム 

における統計情報及び経済分析の拠点として確立する」ことと設定した。カウンターパートは 

タイ府の国内農業政策から期待されている経済局としての役割とアセアンの情報センター職員 

としての役割、その二足の草鞋をはくことになる。しかし、その役割はタイ国内の情報整備、 

経済分析での経験を蓄積することによってアセアンでの役割も相当部分担っていけると考えら 

れることから、成果の中心はタイ国内農業経済局としてのマンデートに合致した課題、及びア 

セアン情報センターとして機能していくために必要な技術的課題のうちタイ国内での技術協力 

により成果を達成できるものに限定して成果を設定した。本プロジェクトはアセアンの食料安 

全保障の枠組みを強化するという上位目標を達成するためのプロジェクトであるが、プロジェ 

クトのフレームワークとしては広域技術協力ではなく、タイ国内での活動によるタイ側カウン 

ターパートの育成が柱になっていることで合意している。 

アセアン地域内研修については、研修予算はアセアン・ファンドを使い、講師陣はタイのカウ

ンターパートにより実施されることで、プロジェクトでは国内での研修活動を通じてこうした
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域内向け研修ができるような講師陣の育成と研修プログラムの開発を行うことを成果として設

定することで合意した。また日本人専門家がプロジェクト活動として域内各国に研修後のフォ

ローアップガイダンスを実施したりすることはなく、あくまでタイ国内でのバイでの活動でア

セアン情報センターの基盤を作るうえで必要な成果にとどめた。 

タイ政府がアセアン域内にて食料安全保障分野でリーディング・カントリーとして引っ張っ

ていける人材を二国間協力で育成し、タイ側がその成果を活用してアセアン域内での貢献を行

うことが効率効果的な協力になるものとタイ側とも一致している。 

 

４．カウンターパートである農業経済局のスタッフは主にカセサート大学農学部出身者で占めら

れており、レベルも高いこと、転職者は少数で管理職もプロパーが多数。職員の定着率が高く、

統計及び経済分析の専門家として政策提言を担う政府部内の重要なポジションにあることから

来る責任感を有する局と言える。カウンターパートのレベル及び仕事に対するインセンティブ

は高いものがあり、人的資源からは日本の技術協力を行うに適した条件がそろっていると言え

る。 

  

５．プロジェクト実施体制面でいくつかの宿題を、8 月末までにタイ側から回答をする旨ミニッ 

ツで約束した。 

(1) カウンターパート配置について：10 月 1 日のタイ政府省庁再編による組織的変更が最終的

にありうるのかどうか、8 月末時点で見通しが立たない場合は 10 月 1 日以降に最終組織図と

それに対応したカウンターパート配置を決定することを待ってプロジェクト実施体制を決め

る必要がある。 

(2) 予算について：10 月からの新年度予算の計上は主に調査員の増強を考えているとの先方の

説明であったが、プロジェクト活動ではこれに加えて、研修実施経費が特にプロジェクト後

半では必要になってくることから、研修経費へのタイ側の手当てが必要であること。また情

報ネットワーク構築のためのアセアン・ファンド及び JICA プロジェクトによる機材供与によ

る整備が要請としてあがっていることから、国内 24 カ所の地域事務所、中央での整備をどの

程度（レベル、規模）にするかはタイ側のメンテナンス、アップグレードのための予算手当

てによって検討することをミニッツに明記した。タイ側の対応を踏まえて次期調査でプロジ

ェクト投入規模を決定する。 

(3) 研修の実施体制について：タイ側は研修ルーム（40 人）と研修セクション（他の課の職員

が兼務）を配置する予定であるが、研修は OAE/AFSIC が担うタイ国内及びアセアン加盟国の

人材育成を達成するための重要な機能となることから、具体的な行動計画作成が必要になる。 

 

６．本プロジェクトはアセアン・ファンドとの連携によりプロジェクト事前評価を進める案件で

AFSIC の立ち上げ、ハード面での整備状況、AFSIC の具体的活動が 8 月の技術会合で検討され

10 月のラオス・ヴィエンチャンでの大臣会合で決定される内容を踏まえて、プロジェクトの目

標、成果を最終協議する必要がある。また上述した通りタイ政府の再編の動きも見極めたうえ

で第二次事前評価調査団の派遣を進めるものとする。 
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第３章 要請背景と内容 

 

３－１ 要請の背景 

タイの国土の大部分は熱帯モンスーン気候に属し、雨期（5 月～10 月）と乾期（11 月～4 月）

に大きく分かれている。主食であるコメについて、灌漑設備の完備された中部では二期作が行わ

れているが、それ以外の地域では雨期の天水稲作で一期作である。水稲の生産には乾期作の 100％

に灌漑が必要であり、雨期作においても安定した生産のためには補助灌漑が必要であると言われ

ているが、農業用水は常に不足している状況である。しかし、コメの生産量は近年増加しており、

自給率は 94 年で 155.2％に達しており、世界有数のコメ輸出国である。タイでは近年工業化が進

み、農村部から都市部への人口流出が拡大して都市化が進んでいるものの、依然農業は経済にと

って重要な役割を果たしている。 

また、タイは ASEAN 加盟国における農業分野のリーダーとしての活躍を期待されており、そ

のためには、精度の高い農業情報収集、分析及び利用技術の習得が必要不可欠な状況である。 

 なお、タイにおける農業統計の現状と課題については 4-2 で詳述する。 

 

３－２ 要請の内容（詳細については付属資料 3参照） 

タイ側が要請した新規案件の内容は次の通りであるが、協力内容が広範囲に渡るため、絞り込

みを行うようタイ側には提言していた。 

(1) プロジェクト名 

    農業統計及び経済分析開発 

(2) 実施機関名 

農業・協同組合省農業経済局 

(3) プロジェクト目標 

農業経済局と農業経済地域において統計技術が向上し、利用可能データが拡大すると共に、

分析技術が向上する。また、総合的農業分野データベースと高度情報システムが整備され、

農業・協同組合省のより効果的効率的な政策立案、実施に資する。 

(4) 上位目標 

正確な統計、情報及び経済分析を通じて、農業・協同組合省がより効果的効率的に農業分野

の政策を立案、実施できるようになる。 

(5) 成果 

1) 正確かつタイムリーな主要作物生産推計がなされ、作物の害虫、病気、天災による被害が

減少する。 

2) 農業分野の社会経済データがより頻繁に更新され、政策立案や実施において必要なデータ

を提供する。 

3) 政策計画目的に用いることにより、分析及び予測手法がより向上する。 

4) 農業経済局及び地方レベルでのデータベース情報システムが向上する。 
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5) 農業経済局及びその地方事務所の人材開発がなされ、統計、情報及び分析能力が向上する。 

(6) 活動 

1) 作物生産推計及びモニタリング技術の向上 

2) 社会経済統計の改善 

3) 農業経済分析の改善 

4) データベース及び情報システムの改善 

5) 人的資源開発 

(7) 長期専門家 

チーフアドバイザー／研修計画 

業務調整 

作物生産統計及びモニタリング 

経済データ収集 

   経済分析 

データベース及び情報システム開発 

(8) C/P 研修（各 3 名/年×5 年間） 

作物生産統計及びモニタリング 

経済データ収集 

統計データ分析 

データベース及び情報システム開発 

(9) 機材供与：約 1 億 3 千万円 

坪刈り及び計測機器 72 セット、パソコン 40 台、ネットワークサーバ等 

(10) プロジェクトサイト：バンコク、チェンマイ、コンケン、ソンクラ 

 

３－３ 見直し案の内容（詳細については付属資料 4 参照） 

3-2に示したとおり、タイ側からの要請内容は国内統計技術の向上を念頭に置いたものであるが、

1-1 に既述した経緯から日本側は ASEAN 食料安全保障情報センター（AFSIC）への技術協力も含

めた次の見直し（案）を提案し、JICA 事務所を通じてタイ側も概ね合意したことが確認された。

従って、本調査では本案をベースにタイ側との協議を進め、更に協力範囲の確認及び絞り込みを

行った。 

(1) 目的 

1) AFSIC の運営母体となる農業・協同組合省農業経済局の人材開発、機能強化を通じて、

AFSIC の運営を支援すると共に、機能強化を図る。 

2) ASEAN 地域における食料・農業統計情報の収集、分析、利用技術改善の先行モデルを開

発し、効率的な手法を確立した上で、その成果を AFSIC を通じて ASEAN 各国へ伝達・普及

する。 
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(2) 活動内容 

1) AFSIC の運営及び機能強化支援 

2) ASEAN 地域における食料・農業統計情報の収集、分析、利用技術改善の先行モデル開発

（食料安全保障関連情報の収集技術の改善、農業統計分析能力の改善、データ交流システム

の構築、運用） 

(3) 長期専門家 

  チーフアドバイザー/OAE 運営指導 

  業務調整/研修企画 

  作物生産統計及びモニタリング 

  情報システム/農業統計分析 

(4) 機材供与：約 4 千 7 百万円 

  坪刈り及び計測機器 15 セット、パソコン 40 台等 

 

３－４ 補足説明の内容（詳細については付属資料 5 参照） 

調査団の滞在中、タイ側は要請に係る補足説明資料を局長名で提出してきた。主なポイントは

次の通りであるが、これは主に調査団との協議結果を取りまとめたものであることから、ミニッ

ツの参考資料として添付した。 

・ASEAN＋3 における食料安全保障の枠組みを確立・強化することが長期的な目標である。 

・プロジェクトを出来るだけ早期に開始したい。 

・コメ生産統計に係る簡易な調査モデルが開発される。 

・OAE の本局において、中長期的な食用作物需給予測モデル及び農業・農業関連分野における

投入算出分析が実施される。 

・OAE 本局と地域事務所、また ASEAN を結ぶ情報ネットワークシステムが構築され、OAE は

それらの総合的な運営管理を行う。 

・OAE 職員が食用作物統計改善について ASEAN 各国を指導できるようになる。 

・OAE 職員が ASEAN、FAO を含め関連機関との食料安全保障に係る調整を行えるようになる。 
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第４章 タイ国内関係機関の組織体制及び事業概要 

 

４－１ 農業・協同組合省農業経済局の組織体制 

タイ国農業協同組合省において、農業統計及び経済分析を担当しているのは農業経済局（OAE）

である。OAE は 5 つの部と地方組織である 24 カ所の農業経済地域事務所により組織されている。 

(1) 農業情報センター（CAI） 

農業情報センター（CAI）は、OAE の 5 部組織の 1 部局であり、農業統計の企画・設計、

収集、集計、提供の業務を担当している。CAI は現在 8 課により構成されており、農作物別

に調査設計から集計・分析まで担当する 4 つの課（Production Information Division 1-4）と、コ

ンピュータシステム、作物予測情報、農家等の登録業務及び GIS 関係の担当課の編成となっ

ている。（別紙、CAI 組織図参照） 
※注意：タイ国は本年 10 月に省庁再編が予定されており、現在の組織体制が変更される可能性

がある。また、CAI は昨年、5 課から 8 課体制の暫定的な組織体制となっており、10 月

以降変更の可能性がある。 

CAI の所掌している活動は以下の通り。 

・農畜産物生産量調査 

・農畜産物生産費調査 

・農作物モニタリング（生産状況、価格、農家賃金） 

・農作物予測（県及び国レベル） 

・災害予測地域の地図作成 

・食料消費調査 

・作物耕作及び畜産農家の登録業務 

・農地所有・利用状況調査 

・GIS 関係業務 

 

(2) 農業経済地域事務所 

    OAE は地方組織として、農業経済地域（Agricultural Economics Zone）それぞれに農業経済 

地域事務所（AEZO）を配置しており、全国に 24 カ所ある。各 AEZO は 1 事務所あたり、3

県程度を管轄範囲にしている。また、AEZO は農業経済局（OAE）の末端組織であり、OAE/CAI

からの指示により、この事務所職員等が統計調査を実施している。 

統計調査は、通常 1 事務所あたり 4 名の調査員及び 2～3 名の Temporary Staff が担当してい

る。 

今回調査団は、タイ北部のチェンマイ市にある農業経済地域 13 事務所（AEZO13）を訪問

した。この事務所は Chiang Mai 県と、隣接する Lampamg 県、Mae Hong Son 県の 3 県を管轄

している。 

事務所は、農業・協同組合省土地開発局地域事務所、及び水産局地域事務所と同じ建物の 3

階フロアーに同居している。 
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ア．AEZO13 の組織 

事務所組織は所長以下、生産量などの調査を担当する「Information Section」と「Monitoring 

Section」の 2 つのセクションがある。 

                             AEZO13 の組織図 

 

 

 

 

 

 

           
事務所職員数：計 18 名 
Government Officers   11 
Permanent Employee   4（秘書 1、ドライバー3） 
Temporary Employee    3（ドライバー１、調査員 2） 

イ．事務所の主な機材等 

PC       3 台（2 台は Windows、1 台は MS-DOS 機） 

各々単体での利用であり、ネットワーク接続もされていない。  

電話       2 台（回線） 

FAX       1 台（回線） 

車       8 台（統計調査用は 3 台） 

コピー機  1 台 

 

４－２ 農業統計の現状と課題 

(1) 統計調査の基本的なしくみ 

CAI の農業統計調査は、通常標本農家への面接聞き取りによって行われる。調査員は AEZO

職員（臨時雇用含む）及び、事務所によって委託された農民ボランティア（1 標本村当たり 1

名）が行う。 

                    調査の流れ図 

CAI 
 
 
 

Survey Design 
Sampling（Village） 
Training for AEZO staff（Enumerator）
Questionnaire 

       ↓  

AEZO 
  

  

Sampling（Farmer） 
Survey/Interview 
Reporting 
Survey/Interview 
Reporting  

       ↓  

CAI   

  

Data Entry 
Estimation 
Analysis 
Release   

   

Director 

Information Section 
･Data Collection Survey 

（Statistician） 
（Enumerataor）

Monitoring Section 
･GPP（Data for GDP） 

（Provincial Level, 
  Agricultural Sector） 

･Monitoring 
･Evaluation
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(2) 米生産量調査のしくみ 

a. 調査設計 

・調査設計等はすべて中央（CAI）で行っている。 

・調査票は CAI で作成し、各 AEZO に送られる。 

・調査実施前に、調査員のための研修をバンコクにおいて実施（1～2 日間） 

b. 標本の選定 

米の標本数（村）は全国で約 2,000 カ所（村）が対象になっている（なお、昨年度は 3,000

標本が対象）。 

標本の選定は、まず CAI において標本村を決定し、次に AEZO において標本農家を選ぶ 2

段抽出法である。 

なお、AEZO13 事務所管内では本年度の標本村は 42 カ所（村）である。 

c. 実査（面接聞き取り） 

調査は AEZO 職員（臨時職員含む）及び農民ボランティアが標本農家に面接し聞き取る方

法である。なお、実測（坪刈り）は行われていない。 

調査は基本的に年 2 回行われる。（チェンマイでは、通常田植え直後の 7 月と、収穫後の

12 月に実施するが、本年は小雨のため田植えが遅れており、1 回目調査は 8 月の予定） 

・農民ボランティア（1 人/村）が 1 回目：作付面積、2 回目：収穫面積、単収、収穫量を標

本農家 30 戸から聞き取る。 

・その後、AEZO の調査員が上記標本農家の中から 10 戸を選定し、詳細項目（品種別データ、

販売量、庭先価格など）を聞き取る。 

d. 調査票の回収・中央への報告 

米調査は、一部主要データを PC を使いデータ入力し、データ入力した FD と共に調査票を

CAI（バンコク）へ郵送する。なお、他の調査ではデータ入力・集計はせず、調査票を CAI

へ郵送する。 

e. 集計処理 

CAI では、AEZO から報告された調査票のデータ入力、推計等の集計処理を行う。また、

集計結果の AEZO への還元を行う。 

f. 分析及び公表 

CAI において、調査結果の分析、検討を行い公表する。 

 

(3) 米生産量調査等の課題 

・実測（坪刈り）調査の導入 

現行の作物生産量調査は標本農家への面接方式であり、農家の回答間違い、記憶違いな

どから正確な数字が掴めない傾向があり、坪刈り実測調査による検証の導入等調査手法の

改善が望まれる。 
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・調査から公表まで時間がかかりすぎる。 

調査が実施されてから、公表（報告書作成）まで、1 年以上の期間を費やしており、早期

公表が課題である。 

・集計処理機器の整備 

現行では、米調査の一部項目のみ AEZO で入力作業を行っている状態であるが、公表の

早期化等を進める上で、PC の整備、中央（バンコク）と地方とのネットワーク整備につい

て検討すべきである。 
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第５章 ASEAN＋3 食料安全保障強化プログラム 
における本案件の位置づけ 

 

５－１ 全体の枠組みと基本構想 

 2001 年 7 月にタイ国で開催されたアセアン食料安全保障協力及びコメ備蓄管理システムについ

てのワークショップ以来、アセアン地域における食料安全保障の仕組みについて活発な議論が進

められてきている。特に、2001 年 10 月、インドネシアにて開催された ASEAN＋3 農林大臣会合

において、アセアン食料安全保障情報システム（AFSIS）の立ち上げを政治レベルでコミットし、

現在その具体化作業が急ピッチで進められている。 

  この AFSIS の具体的な任務、責任範囲及び分担については、今後 ASEAN＋3 の枠組みの中で検

討されていくことになるが、AFSIS の取りまとめ国であり、アセアン食料安全保障情報センター

（AFSIC）を自らの組織内に設置予定のタイ農業・協同組合省と、AFSIS 立ち上げに最大の貢献を

用意している我が国との間では以下のような内容とスケジュール案で AFSIS 立ち上げを行うべく

調整中であった。 

(1) 2002 年 8 月 9 日の AFSIS テクニカル・ミーティングにおいて、AFSIS のコンセプト、アク

ションプランについて議論し、10 月初旬の高級事務レベル会合及び第二回 ASEAN＋3 農林大

臣会合において、これを正式合意する。 

(2) AFSIS の任務は主として、アセアン各国が食料安全保障関連情報を収集・分析・交換する

ために必要な人的資源のキャパシティー・ビルディングと、情報システムのキャパシティー・

ビルディングの 2 つである。 

(3) 前者には、情報収集・分析能力の向上があげられ、特に新しいネットワーク技術への習熟

から、予測モデルの活用までを含むものである。 

(4) 後者には、PC をネットワークに接続して、アセアン各国の中央と地方、アセアン各国と

AFSIC を繋ぎ、必要な情報が的確かつ迅速に共有されることを含む。 

(5) AFSIS が、これらの任務を的確に遂行することを通じて、アセアン各国の農業統計当局は

的確かつ正確な情報を、タイムリーに供給することが可能となり、ひいては、アセアン各国

の食料安全保障政策の的確な立案に資するとともに、コメ備蓄計画等アセアン地域の食料安

全保障の枠組みが強化されることとなる。 

 

５－２ 関係機関の役割分担と責任範囲 

 5-1 で述べたような全体枠組みと基本構想を実現するために、農林水産省は、アセアン事務局及

び FAO に対して、それぞれ拠出金（トラストファンド）を出し、これらの取り組みを推進するこ

ととしている。 

 

５－２－１ アセアン拠出金 

  アセアン拠出金は、AFSIS 立ち上げを支援するための拠出金であり、これをもって、上述の

キャパシティービルディングに必要なセミナー開催の際の旅費や、アセアン各国の情報分析機

器（PC）の購入に充てる予定である。2002 年度から 5 年間、拠出する事としている。この拠出
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金の具体的使途については、上述の AFSIS 全体の枠組みが決定する 10 月の ASEAN＋3 農業大

臣会合の後、速やかに決定することとなっている。具体的には、AFSIC の具体的担い手となる

タイ農業・協同組合省農業経済局が主体となって、拠出金の拠出元である農林水産省国際統計

室との連絡を密にしつつ、アセアン各国との調整を行い決定することとなるものと考えられる。 

 

５－２－２ FAO 拠出金  

  農林水産省から FAO へも拠出金を出し、本年度からは、アジアにおける地域的なデータ交換

システムの構築を進めている FAO が開発するデータ交換システム（ハード、ソフト）は AFSIS

情報ネットワークの原型となるほか、本技術協力プロジェクトで対象となるタイ国内における

情報ネットワークの原型として活用できるものと期待されている。 

  また、農林水産省の拠出金では、食料需給予測モデルの作成も予定されている。このモデル

は AFSIS においても、タイ国を含むアセアン各国においても活用できるものであり、将来の技

術協力プロジェクトの中でもその役割を果たすこととなる。 

   さらに、自然災害等による食料不足についての緊急情報提供の仕組みも、別途の拠出金で進

めることとなっているが、この取り組みの成果を AFSIS の中でどのように活用できるか現在検

討されている。 

 

５－３ 関係機関との連携方法 

 上述のように本技術協力プロジェクトは、我が国からアセアン及び FAO への拠出金による事業

と密接に連携しながら進めることとなる。バンコクにおいては、アセアン拠出金の具体的な使途

の案を作成し各国との調整を行う主体は、本技術協力プロジェクトの実際的なカウンターパート

であるタイ農業・協同組合省農業経済局モントン氏が当たることとなるので、自ら調整ができる

ものと考えられる。また FAO への拠出金のうちデータ交換の仕組みについては、農林水産省統計

情報部から派遣されている江浦専門家が担当しており、当該担当者と本技術協力プロジェクトが

連絡を密にする必要があるものと考えられる。そこで、今般 Minutes においても、本技術協力プロ

ジェクトの合同調整委員会に FAO・アジア・大洋州地域事務所、特に江浦専門家に参加いただく

こととしているところである。他方東京においては、いずれの拠出金も農林水産省が予算措置し

ていることから、プロジェクトとの関係は農林水産省（国際統計室）が整理することとなる。 
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第６章 プロジェクトの協力範囲 

 

６－１ プロジェクト実施の必要性 

以下の点からプロジェクト実施の必要性及は極めて高いものと考えられる。 

なお、第 2 次事前評価調査において、プロジェクト実施の妥当性を含めた 5 項目（有効性、効

率性、インパクト、妥当性、自立発展性）について評価を行った上で最終的にプロジェクト実施

の有無を決定する。 

(1) タイの国家計画（農業政策）との整合性があること。 

(2) ASEAN+3 食料安全保障強化プログラムに果たすプロジェクトの役割が重要であること。 

 なお、約 20 年前、USAID の協力により坪刈りの手法を導入したものの、人材不足及び予算の面

から継続して実施されなかった。しかし、本案件は、アセアン地域におけるタイの役割、タイ国

内の農業政策及び国内のニーズを考慮した場合、実施妥当性は極めて高いものと考えられる。従

って、プロジェクトの実施は積極的に進められるべきである。 

 

６－２ プロジェクト実施における基本的考え方 

調査団及びタイ側は、一連の協議及び農業経済局地域事務所（チェンマイ）での関係者からの

聞き取り等を通じて、プロジェクトの基本的枠組みを暫定的に決定した。第 2 次事前評価調査に

おいては、本枠組みを土台としてプロジェクトドキュメント（案）の作成を行う。 

なお、本プロジェクトを形成するにあたり、①アセアン及び FAO との緊密な連携・調整、②ア

セアン及び FAO との責任分担の明確化、に十分留意する必要がある。 

【プロジェクトの基本的枠組み（暫定版）】 

(1) タイトル：農業統計及び経済分析開発 

(2) スーパーゴール：ASEAN＋3 地域における食料安全保障の枠組みが強化される 

(3) 上位目標： 

   1) 農業・協同組合省農業経済局（OAE）が提供する正確な統計、情報及び経済分析により、

更に効果的効率的な政策及びプログラムが農業・協同組合省により立案・実施される。 

   2) AFSIC で開発された統計情報及び経済分析手法がアセアン各国で活用される。 

(4) プロジェクト目標：OAE がタイ国内の農業政策及びアセアン食料安全保障情報システム 

（AFSIS）における統計情報及び経済分析の拠点として確立する。 

(5) 成果： 

  1) OAE の 24 地域事務所において、データ収集手法が改善される 

  2) OAE 本局と 24 地域事務所を結ぶ情報ネットワークシステムが構築される 

  3) 農業経済分析手法が開発される 

  4) 研修実施能力が開発される 

  5) アセアン各国を結ぶ情報ネットワークシステムが運用される 
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  6) 需給予測を中心としたアセアン各国に対する農業経済分析手法が開発される 

なお、各成果に対する活動内容については以下の点を合意した。 

・成果 1)～4)の主体は OAE であり、5)及び 6)については AFSIC が主体となる。 

・成果 1) について、対象作物は主にコメであり、現行の面接調査に加えて坪刈り手法を導 

入する。また、OAE 本局でタスクフォースが結成され、中央での研修を実施すると共に、

24 地域事務所に対する OJT を行う。 

・成果 2) について、情報ネットワークシステムは OAE 本局及び地域事務所を結ぶものであ 

り、その管理は本局が行う。 

・成果 3) について、農業経済分析の内容は、農業分野における投入産出分析及びマクロ経 

済モデルに加え、農産物の需給予測モデルが考えられる。 

・成果 4) について、研修は OAE 本局のみならず、24 地域事務所職員に対しても実施する。 

・成果 5) 及び 6) について、AFSIC の職員はアセアン各国に対する研修講師としての役割を

担う。 

(6) 主な投入： 

1) 日本側： 

・専門家（分野）：チーフアドバイザー、業務調整、研修、データ収集、情報ネットワーク

システム、農業経済分析 

・C/P 本邦研修 

・機材供与：例）コンピュータ、サーバー、坪刈りの器具 

2) タイ側： 

・C/P 配置 

・機材の維持管理及び更新費用 

・研修実施経費 

(7) プロジェクト実施体制 

農業経済局長をプロジェクトダイレクターとし、プロジェクト実施については CAI 所長が

担当する。なお、合同調整委員会を編成し、年間計画及び FAO 活動との調整等を行う。 
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